
予算決算特別委員会

令和５年度当初予算

所管予算案説明資料

１　所管予算案総括表 P 1

２　事業概要

子育て支援課 P 4

こども家庭課 P 15

こども部

資料２－６



１　所管予算案総括表 こども部

（１）一般会計予算額 ［単位：千円］
令和５年度
予算額

令和４年度
予算額

増減額

6,799,591 7,127,339 ▲ 327,748

132,513 132,513

（２）特別会計予算額 ［単位：千円］
令和５年度
予算額

令和４年度
予算額

増減額

（３）所管の重点施策 ［単位：千円］

事業名 予算額

予算説明書の事業名 所管課
放課後児童クラブ保護者負担
軽減事業

6,543

児童健全育成に要する経費 子育て支援課

放課後児童クラブ事業 323,380

児童健全育成に要する経費 子育て支援課

放課後児童クラブ整備事業 2,922

児童健全育成に要する経費 子育て支援課

放課後児童クラブ環境改善事
業

9,509

児童健全育成に要する経費 子育て支援課

放課後児童クラブ送迎事業 2,618

児童健全育成に要する経費 子育て支援課

多子世帯保育料無償化事業 16,417

認可外保育施設助成に要する
経費

子育て支援課

子どもの居場所づくり支援事
業

3,600

子どもの貧困対策に要する経
費

子育て支援課

子ども見守りシステム構築事
業

23,962

子どもの未来創造に要する経
費

子育て支援課

事業概要

市内３８か所の放課後児童クラブにて放課後児
童健全育成事業を実施します。

放課後児童クラブを利用する児童の保護者の経
済的負担を軽減するため、保護者負担金の一部
を助成します。

課名

子育て支援課

こども家庭課

新規の放課後児童クラブ開設に向けた準備のた
め、設計等業務を委託します。

放課後児童クラブの衛生環境改善のため、施設
の整備を実施します。

待機が発生している放課後児童クラブの児童を
対象として、定員に余裕のあるクラブへの送迎
を実施して、受入れを確保します。

食事の提供及び学習支援等による子どもの居場
所を提供する団体に対し、新規開設、機能強
化、運営に要する経費の一部を助成します。

認可外保育施設を利用している多子世帯の経済
的負担軽減を図るため、３歳未満・第２子以降
の保育認定を受けている乳幼児の保育料を助成
します。

支援を必要とする子ども一人ひとりに、乳幼児
期から成人する時期まで、切れ目なく適切な支
援を行うため、各部課等が保有する子どもに関
する情報を一元化するシステムを構築します。
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（３）所管の重点施策 ［単位：千円］

事業名 予算額

予算説明書の事業名 所管課
保育所等業務効率化推進支援
事業

4,800

保育所入所に要する経費 子育て支援課

保育所等運営費給付事業 3,467,867

保育所入所に要する経費 子育て支援課

保育補助者雇上強化支援事業 26,580

保育所入所に要する経費 子育て支援課

保育士等就労奨励補助事業 8,000

保育所入所に要する経費 子育て支援課

保育所等給食費保護者負担軽
減事業

46,863

保育所入所に要する経費 子育て支援課

病児保育事業 28,062

特別保育等に要する経費 子育て支援課

一時保育促進事業 44,767

特別保育等に要する経費 子育て支援課

地域子育て支援センター事業 45,088

子育て支援センターに要する
経費

子育て支援課

ファミリー・サポート・セン
ター事業助成金

233

子育て支援センターに要する
経費

子育て支援課

子ども医療費助成事業 335,788

子ども医療費助成に要する経
費

子育て支援課

就学前教育・保育ビジョン策
定業務

3,111

就学前教育の振興に要する経
費

子育て支援課

子育て世帯養育支援訪問事業 1,800

要保護児童対策に要する経費 こども家庭課

現在運営している地域子育て支援センターのう
ち、新たに１か所が利用者支援事業を開始し、
子育て世帯の支援体制の充実を図ります。

子どもの傷病の早期治療を促進し、子育て世帯
の経済的な負担を軽減するため、中学卒業まで
の子どもの医療費の自己負担額の一部を助成し
ます。

就学前教育や保育の質を高めるとともに、将来
を見据えた望ましい姿を検討するため、「就学
前教育・保育ビジョン」を策定します。

援助活動を行った提供会員に助成金を支給する
ことで、提供会員数の増加を図り、事業の利用
を促進します。

事業概要

認可保育所等が登園管理システムなどの保育業
務支援システムを導入する場合に、必要な経費
を補助し、業務の効率化を推進します。

安心して子どもを預けられる環境を整備するた
め、認可保育所や認定こども園の定員増を図
り、仕事と子育ての両立を支援します。

保育士の業務負担の軽減、離職を防止するた
め、保育補助者を雇用する保育園等に対し、必
要な経費を補助します。

一定数の保育士等を確保し入所待ち児童数を減
少させることを目的とし、新規採用時から一定
の条件を満たした保育士等に対して補助金を交
付します。

子育て世帯の経済的な負担軽減を図る目的で、
小中学生に加え未就学児の保護者も対象とし
て、給食費の負担額を補助します。

子どもが一時的に病気になった際に保育所に代
わって保育を行う病児保育施設を新規開設する
など、保護者が安心して子育てを行える環境づ
くりを推進します。

保育所等において空き部屋等を活用した一時預
かり等の事業を実施する事業者に対して補助金
を交付し、さらなる保育環境の充実を図りま
す。

様々な要因により養育支援が必要となっている
家庭に対する具体的な支援策としてヘルパー派
遣を実施し、支援策の充実を図ります。
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（３）所管の重点施策 ［単位：千円］

事業名 予算額

予算説明書の事業名 所管課

子ども見守り体制強化事業 9,729

要保護児童対策に要する経費 こども家庭課

子ども家庭総合支援拠点事業 11,857

要保護児童対策に要する経費 こども家庭課

ヤングケアラー支援体制強化
事業

3,091

要保護児童対策に要する経費 こども家庭課

子育て世帯訪問支援事業 2,999

要保護児童対策に要する経費 こども家庭課

出産・子育て応援事業 90,207

出産・子育て応援に要する経
費

こども家庭課

短期入所生活援助事業 3,349

子育て支援短期利用に要する
経費

こども家庭課

子育て短期支援専用人員配置
支援事業

6,000

子育て支援短期利用に要する
経費

こども家庭課

事業概要

支援対象児童等の居宅を民間団体等が訪問し、
状況の把握や食事の提供、学習・生活指導支援
等を通じた子どもの見守り体制を強化します。

こども家庭センターの機能の一部である子ども
家庭総合支援拠点の事業拡充分を委託し、子ど
もとその家庭及び妊産婦等に関する各種相談支
援体制を強化します。

ヤングケアラーについて、啓発研修活動を行い
ながら早期に実態を把握し、適切な支援につな
げる「ヤングケアラーコーディネーター」を配
置し支援体制を強化します。

子育て短期支援事業の利用者数が増加する中、
安定的な提供体制を整備するため、実施団体が
専従職員の配置に要する費用の支援を行い、子
育て短期支援の利用を促進します。

家事育児に対して不安・負担を抱えた子育て家
庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭を訪
問し、不安や悩みの傾聴や家事育児支援を実施
することで諸問題の解決や改善を図ります。

妊娠期及び出産・子育て期の妊産婦等に対し出
産育児関連用品の購入費助成や子育て支援サー
ビスの利用負担軽減を図る経済的支援を実施し
ます。

一時的に養育・保護を必要とする児童等に対し
適切な処遇が確保される施設において養育・保
護を行い、又はその実施施設にその養育・保護
を委託して行います。
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 03 01 0291 児童手当支給に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・児童手当

対象児童 月額 
０～３歳未満　一律 15千円 19,629 人
３歳～小学生　施設、第２子以前 10千円 64,707 人
第３子以降 15千円 11,827 人
中学生　一律 10千円 26,344 人
特例給付（所得制限該当） 5千円 3,834 人

款 項 目 事業

03 03 01 0292 児童扶養手当支給に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・児童扶養手当

全部支給 一部支給 2子加算 3子加算～

R2実績 9,270人 5,684人 5,918人 2,146人
R3実績 8,762人 5,791人 5,888人 2,042人
R4見込 8,796人 5,746人 5,982人 2,118人

1,402,413 1,187,228

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

支給対象者延児童数

児童を養育している人に手当を支給することにより、家庭における生活の安定と次代の社会を
担う児童の健やかな成長に資することを目的とします。

1,401,520千円
児童手当法に基づき、児童を養育する支給対象者に児童手当を支給します。
支給対象：日本に居住している者が、中学校修了（１５歳到達後最初の３月末）までの児童を
養育している者（但し、国家公務員及び地方公務員を除きます）。
※児童が児童福祉施設等に入所している場合は、児童が入所している施設の設置者等に対して
支給します。

417,928

215,185

父または母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与
するため、当該児童について児童扶養手当を支給し、もって児童の福祉の増進を図ります。

625,586千円

父母が婚姻を解消した児童、父または母が一定の障がいの状態にある児童等の父または母が児
童を監護するとき、又は当該児童の父母以外の者がその児童を養育するときに支給します。
※支給金額は、所得等により全部支給、一部支給（別途加算あり）に分けられます。

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

627,019 209,091
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 03 01 0293 児童健全育成に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・放課後児童クラブ保護者負担軽減事業

・放課後児童クラブ事業

・放課後児童クラブ整備事業

・放課後児童クラブ環境改善事業

・放課後児童クラブ送迎事業

款 項 目 事業

03 03 01 0867 認可外保育施設助成に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・認可外保育施設助成金

・多子世帯保育料無償化補助金

児童が健やかに生まれ育つための環境づくりとして、放課後児童クラブの活動等を支援しま
す。

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

369,715 229,555 140,160

323,380千円

市内に設置されている放課後児童クラブに対し、活動事業委託料を支払います。

6,543千円
放課後児童クラブを利用する児童の保護者の経済的負担を軽減するため、保護者負担金
の一部を助成します。

2,737千円

19,154 8,394 10,760

別府市に所在する認可外保育施設の安全かつ健全な保育環境の確保及び保育内容の充実を図る
ことにより、同保育施設に入所している保育を必要とする乳幼児を心身ともに健やかに育成す
ることを目的としています。

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金

16,417千円
認可外保育施設を利用している多子世帯の経済的負担軽減を図るため、３歳未満・第２子以降
の保育を必要とする乳幼児の保育料（上限あり）を助成します。

2,922千円

山の手第３児童クラブの新規開設に向けた準備のため、設計等業務を委託します。

境川児童クラブでトイレが不足しており、利用児童の衛生環境を改善するためにこれを
整備します。

待機が発生している放課後児童クラブの児童を対象として、定員に余裕のあるクラブへ
送迎する事業を実施します。

9,509千円

2,618千円

市内の助成対象となる認可外保育施設に対し助成金を支給し、保育支援を行います。

地方債 その他 一般財源
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 03 01 0903 民間児童福祉施設助成に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・民間保育園施設整備資金貸付金

【補助実績】

款 項 目 事業

03 03 01 1128 子育て世帯住宅改修助成に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・三世代同居リフォーム支援事業費補助金

【補助実績】

9,004

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,000 996

所管課

1,500千円

事業名称

待機児童解消のための保育所創設や老朽改築による保育環境整備などの民間保育所の施設整備
に要する経費について、予算の範囲内で保育所に対し補助金を交付することにより、保育環境
の充実を図ります。

10,000千円

令和4年度 あけぼの保育園 あおばこども園

（リトルメイト：園舎増改築）

平成30年度 南須賀保育園 ひめやま幼稚園
令和元年度 なし

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

令和3年度 こばと保育園
令和2年度 鉄輪保育園

令和3年度 2戸
令和4年度 2戸

令和元年度 0戸
令和2年度 2戸

年度 補助件数

三世代同居のための改修工事を行う住宅（２戸分）について、助成を行います。

1,500 750 750

三世代同居による子育て及び世代間支援を図るため、三世代同居のための改修工事を行う住宅
の所有者等に対し、助成を行います。
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 03 01 1211 おおいた子育てほっとクーポンに要する経費

【事業の目的】

【事業内容】

・子育てほっとクーポン事業

・クーポン交付金額

款 項 目 事業

03 03 01 1331 子育てのための施設等利用給付に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・実費徴収に係る補足給付事業費補助金

未移行幼稚園

・施設等利用費

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

15,510 8,101 7,409

地域の子育て支援サービスを知り、気軽に利用してもらうことや、子育て家庭の経済的負担の
軽減を目的として、対象となる保護者に対し、子育て支援サービスに使用できるクーポンを配
付します。

≪クーポン利用サービス≫

14,818千円

子育て支援課

事業名称 所管課

生まれたお子さんの出生順位×10,000円

対象となる保護者に、上記サービスを利用できる「おおいた子育てほっとクーポン」を
配付します。
※令和５年度からは「子ども・子育て応援給付金」制度の創設に伴い、出生時のクーポ
ンの交付は見送ります。

令和５年３月３１日までに出生し、かつ満３歳に達しない子どもがいる保護者が転入し
た際に、上記サービスを利用できる「おおいた子育てほっとクーポン」を配付します。
※令和５年度からは「子ども・子育て応援給付金」制度の創設に伴い、出生時のクーポ
ンの交付は見送ります。

国立幼稚園・未移行幼稚園・預かり保育事業・認可外保育施設・一時預かり事業・
病児保育事業・子育て援助活動支援事業

11,825

幼児教育・保育の無償化に伴い、幼稚園（新制度未移行）、預かり保育、認可外保育施設等の
対象となるサービスを利用した保護者または施設に対して、施設等利用費を支給します。

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

108千円

47,174千円

47,464 35,639
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 03 01 1385 子どもの貧困対策に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・子どもの居場所づくり事業

・子ども食堂感染症対策支援事業

款 項 目 事業

03 03 01 1396 子どもの未来創造に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・子ども見守りシステム構築事業 23,962千円

支援を必要とする子ども一人ひとりに、乳幼児期から成人する時期まで、切れ目なく適
切な支援を行うため、各部課等が保有する子どもに関する情報を一元化するシステムを
構築します。

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,455 975 3,480

食事の提供や学習支援等を行う子どもの居場所を運営する団体に対し、経費の一部を補助しま
す。
また、子どもと支援を結びつける子どもの居場所づくりに取り組む民間団体等との連携の強化
を図ります。

各部課等がそれぞれ把握している「子どもに関する情報」を集約・整理・判定するシステムを
構築することで、市内の全ての子ども情報を一元化管理するとともに、必要な情報等を現場と
共有することで、関係機関と連携し、それぞれの子どもと家庭の実情に沿った、支援体制の強
化を図ります。

23,962 11,981 11,981

3,600千円

855千円

食事の提供及び学習支援等による子どもの居場所を新規開設、機能強化、または現に提
供する団体に対し、運営に要する経費の一部を助成します。

感染症対策のため、活動を休止又は縮小している子ども食堂に対して、活動を継続しよ
うとすることによるかかり増し経費等への助成を行います。

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 03 02 0295 保育所入所に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・保育所等業務効率化推進支援事業

・保育所等運営費給付事業

・保育補助者雇上強化支援事業

・保育士等就労奨励補助事業

・保育所等給食費保護者負担軽減事業

款 項 目 事業

03 03 02 0300 母子生活支援施設措置に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・母子生活支援施設措置事業

・助産施設補助事業

4,800千円

3,467,867千円

26,580千円

8,000千円

46,863千円

認可保育所等が登園管理システムなどの保育業務支援システムを導入する際に、必要な
経費を補助します。

一定数の保育士等を確保し入所待ち児童数を減少させることを目的とし、新規採用され
た保育士等に対して一定の条件のもと補助金を交付します。

子育て世帯の経済的な負担軽減を目的として、保育所等に通園している園児の保護者を
対象に、給食費の負担額を補助します。

6,126千円

配偶者のいない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき児童を入所させ
て、その方々の自立のために生活を支援します。また、経済的な理由などにより入院助産を受
けることができない妊婦の方に、健全な出産を行うことができるよう出産費用を援助します。

監護すべき児童及びその保護者を保護し、その者が入所している施設に対し措置費を支
給します。

経済的理由などにより入院助産を受けることができない妊産婦から申込みがあったとき
は、その助産費用を妊産婦に代わり別府医療センターに支払います。

1,059千円

保護者が労働に従事したり、あるいは疾病に罹っているなどにより、家庭において保育するこ
とができない保護者の申請を受けて、児童の保育所等への入所を実施します。

認可保育園（２７園）、認定こども園（３園）、幼稚園（施設型給付）及び管外の保育
園、認定こども園、幼稚園（施設型給付）に対して、運営費を給付します。

認可保育園等での保育補助者の雇用を促し、保育士の業務負担を軽減して離職を防止
し、保育に係る人材を確保するため補助金を交付します。

7,253 5,400 1,853

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,569,786 2,473,471 127,735 968,580

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 03 02 0930 特別保育等に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・病児保育事業

・一時保育促進事業

・障害児保育事業

・延長保育事業

・感染症対策事業

款 項 目 事業

03 03 03 0301 母子福祉事務に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・自立支援給付費

R1実績
R2実績
R3実績
R4見込
R5見込 3人 3人

6人 2人

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦に対し、身上相談に応じ、その自立に必要な助言等を行いま
す。

3,960千円
ヘルパー養成講座の受講や、看護師、介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士などの資
格取得を支援するための費用を負担することにより、ひとり親家庭の自立を支援します。

高等職業訓練 自立支援

4人 1人
6人 3人
5人 5人

4,093 3,270 823

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

24,748千円

事業名称 所管課

時間外の延長保育を実施している私立保育園等に対し補助金（加算分）を給付します。

認可保育所等が感染症対策の徹底を図りながら事業を継続的に実施していくために必要
な経費を助成します。

8,450千円

障害を抱える園児の入園を促進し、処遇の向上を図る目的で、保育士を加配するための
補助をします。

128,327 70,682 150 57,495

民間の団体による病児保育事業、障害児保育事業などの特別保育事業に要する経費を一部負担
することにより福祉サービスの向上を図ります。

子どもが一時的に病気になった際に保育所に代わって保育を行う病児保育施設を新規開
設し、より利用しやすい環境を整備します。

12,600千円

一時預かりを実施している私立保育園や私立幼稚園等に対し補助金を支給します。
44,767千円

28,062千円

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 03 03 0302 ひとり親家庭医療助成に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・ひとり親家庭医療事業

款 項 目 事業

03 03 04 0303 市立保育所の保育に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・賄材料費

・保護者連絡用システム利用料

・講師等謝礼金

26,904 5,704 5,896 15,304

市立保育所職員へ向けた発達障害等の特に知識や技能を要する園児の対応のための講習
を受講し、対応の強化を図ります。

家庭の保護者に代わって一般家庭と同様の保育をすることを目的とし、基本的な習慣や態度を
養い児童の心身の健全な発達を図ります。

19,729千円

270千円

給食に要する賄材料費を支払います。

264千円
保護者連絡用システムの利用料を支払います。

その他

42,255件 92,917千円

子育て支援課

事業名称 所管課

一般財源予算額 国県支出金 地方債

38,677件 88,935千円
R5見込

市内在住者で、１８歳未満の児童を養育しているひとり親家庭の親及び、ひとり親家庭の親に
監護されている児童、父母のない児童（１８歳到達後最初の３月末まで。所得制限あり）に対
し、医療保険各法の規定による一部負担金を助成します。

R4見込

92,917千円

件数 助成金
R1実績
R2実績

43,290件 92,063千円

R3実績
35,864件 79,780千円
37,063件 83,673千円

95,562 47,690 46,459 1,413

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 03 04 0728 児童館活動に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・民間児童館事業

款 項 目 事業

03 03 04 0869 子育て支援センターに要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・地域子育て支援センター事業

・感染症対策事業

・ファミリー・サポート・センター事業助成金

900千円

45,088千円
現在運営している地域子育て支援センターのうち、新たに１か所が利用者支援事業を開
始し、子育て世帯の支援体制の充実を図ります。

一般財源

48,219 32,391 15,828

予算額 国県支出金 地方債 その他

地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを援
助するため、子育て支援センターで利用者支援事業を実施します。子育て家庭の親子の交流の
場の提供と交流の促進、子育てに関する相談・援助の実施、地域の子育て関連情報の提供、子
育て及び子育て支援に関する講習等の事業を行います。また、育児の援助を受けたい人と行い
たい人が会員となり、ファミリー・サポート・センターが仲介して子育てを地域で相互援助す
る｢ファミリー・サポート・センター｣事業を実施します。

11,745

子育て支援課

9,123千円
児童館を運営する団体にその運営を委託し、委託料を支払います。

事業名称 所管課

233千円

地域子育て支援拠センターが感染症対策の徹底を図りながら事業を継続的に実施してい
くために必要な経費を助成します。

ファミリーサポートセンターにて援助活動を行った提供会員に助成金を支給し、事業の
利用を促進します。

児童に健全な遊びを指導する中で、社会性や自主性を身につけ、情操を豊かにするとともに、
地域組織活動の育成助成を図ります。

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

11,745
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 03 04 1378 児童福祉施設の維持管理に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・感染症対策事業

・光熱水費

・施設管理委託料

・施設補修等工事費

款 項 目 事業

04 01 04 0322 子ども医療助成に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・子ども医療扶助費

R5見込 173,328件 322,631千円

R1実績 102,161件 206,576千円
R2実績 77,855件 154,165千円
R3実績 193,931千円
R4見込 115,330件 262,448千円

87,080件

子どもの疾病の早期発見と治療を促進するため、未就学児の通院、調剤、入院及び小中学生の
入院に要する経費の助成を行い、児童保健の向上を図ります。
また、令和４年１０月から、課税世帯の小中学生の通院に係る助成を実施しています。（一部
自己負担あり）

322,631千円

件数 助成金額
子ども医療に係る扶助費を支払います。

一般財源

335,788 80,447 226,984 28,357

予算額 国県支出金 地方債 その他

子育て支援課

12,283千円
市立の児童福祉施設の消毒作業等の感染症対策を実施する職員を配置し、安心・安全に
過ごせるような衛生的な環境を保持します。

20,000千円

8,733千円

児童福祉施設に係る光熱水費を支払います。

施設維持管理に係る委託料として、消防設備保守点検、警備、清掃、空調機器保守点
検、自家用電気工作物保安管理、自動ドア保守点検、石綿含有分析調査等の各種委託を
行います。

3,101千円

事業名称 所管課

設備の老朽化に伴う床の改修や壁の補修など、施設の維持管理に係る工事を行います。

市立保育所、児童館、地域子育て支援センター(複合施設を含む)の効率的・衛生的な保育運営
を行うため、施設の維持管理のための修繕・保守点検委託等を行います。

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

47,534 2,250 2,321 42,963
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

11 04 01 1387 就学前教育の振興に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・就学前教育・保育ビジョン策定業務

款 項 目 事業

11 04 01 1388 幼稚園の入所に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・幼稚園入所業務 77千円

幼稚園の入園に伴い、保護者に対して入園許可、保育給付認定等の必要書類の送付を行
います。

就学前教育・保育の質を高めるとともに、将来を見据えた望ましい姿を検討するため、
「就学前教育・保育ビジョン」を策定します。

3,111千円

77 77

公立幼稚園の入退園、また、それに伴う保育認定（保育給付認定、預かり保育）等の運営管理
を行います。

将来の子ども人口やニーズ推計を実施し、客観的な将来推計を踏まえ、市内全体を見渡した就
学前教育・保育ビジョンを策定し、未来を見据えた望ましい就学前教育・保育の充実を図りま
す。

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

事業名称 所管課

3,111 3,111

事業名称 所管課

子育て支援課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 03 01 0855 要保護児童対策に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・子育て世帯養育支援訪問事業

・子ども見守り体制強化事業

・子ども家庭総合支援拠点事業

・ヤングケアラー支援体制強化事業

・子育て世帯訪問支援事業

児童虐待に係る相談件数は増加傾向にあり、家事・育児等に対して不安・負担を抱えながら子
育てを行う家庭も増加しており、全国的に深刻な社会問題となっています。子どもの最も身近
な場所における市町村において、子ども及び妊産婦等に対して、関係機関と連携して、専門の
相談員が迅速かつ適切な支援を行い、子どもに関するお困りのある家庭を支援することで、体
罰のない子育てを推進します。

2,999千円

1,800千円

予算額

31,457

地方債

所管課

こども家庭課

事業名称

その他 一般財源

10,125

国県支出金

21,332

9,729千円

3,091千円

11,857千円

様々な原因でネグレクトやヤングケアラー等、養育支援が必要となっている家庭に対す
る具体的な支援策としてヘルパー派遣を実施し、支援策の充実を図ります。

支援対象児童等の居宅を民間団体等が訪問し、状況の把握や食事の提供、学習・生活指
導支援等を通じた子どもの見守り体制を強化します。

未成年でありながら家庭での介護・育児等を担うヤングケアラーについて、支援が必要
であっても表面化しにくい構造となっているため、啓発研修活動を行いながら早期に実
態を把握し、適切な支援につなげるための「ヤングケアラーコーディネーター」を配置
し支援体制を強化します。

家事育児に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家
庭を訪問し、不安や悩みの傾聴や支援内容を拡充し、家事育児支援を実施することによ
り、家庭の抱える養育上の諸問題の解決や改善を図り、家庭や養育環境を整え、子ども
の安心安全の確保を図ります。

こども家庭センターの機能の一部である子ども家庭総合支援拠点事業の拡充分を社会福
祉法人に委託し、子どもとその家庭及び妊産婦等に関する各種相談支援体制を強化しま
す。
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 ２　事業概要（一般会計）

款 項 目 事業

03 03 01 1404 出産・子育て応援に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・出産・子育て応援事業

款 項 目 事業

03 03 02 0771 子育て支援短期利用に要する経費

【事業の目的】

【事業内容】
・短期入所生活援助事業

・子育て短期支援専用人員配置支援事業

事業名称 所管課

こども家庭課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

90,207千円
支援が手薄な０歳から２歳の低年齢期に焦点を当てて、妊娠時から出産・子育てまで一貫した
伴走型相談支援の一環として、妊娠期及び出産・子育て期の妊産婦等に対し出産育児関連用品
の購入費助成や子育て支援サービスの利用負担軽減を図る経済的支援を実施します。

90,207 73,505 16,702

妊娠届出時から妊婦や子育て家庭に対し、出産・育児等の見通しを寄り添って立てるための面
談や継続的な情報発信等により必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充実を図るとともに、妊
娠届出や出産届出を行った妊婦等に対し、出産育児関連用品の購入費助成や子育て支援サービ
スの利用負担軽減を図る経済的支援を実施します。

児童を養育している家庭の保護者が疾病等の社会的な事由や仕事等の事由によって、家庭にお
ける児童の養育が一時的に困難となった場合、及び母子が夫の暴力等により緊急的・一時的に
保護を必要とする場合に児童福祉施設において一定期間、養育・保護することにより、これら
の児童及びその家庭の福祉の向上を図ります。

事業実績

事業名称 所管課

こども家庭課

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,849 7,232 3,617

3,349千円
一時的に養育・保護を必要とする児童等に対し適切な処遇が確保される施設において養育・保
護を行い、又はその実施施設にその養育・保護を委託して行います。新たに親子入所支援を実
施します。

利用者数が増加する中、より安定的な提供体制を整備するため、子育て短期支援事業を実施す
る施設が事業のための専従職員を配置するための経費を助成します。

延利用日数 609日 409日 529日

6,000千円

R3 R2 R1

延利用者数 244人 110人 159人
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